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安全衛生行政施策（介護施設関係）について
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介護施設等で増加する労働災害について

介護施設等の労働災害の現状
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介護従事者の労働災害防止に取り組む意義

総合的な介護人材確保対策（主な取組）

介護職員の
処遇改善

多様な人材
の確保・育成

離職防止
定着促進
生産性向上

介護職
の魅力向上

外国人材の受
入れ環境整備

※上記内容は社会局・老健局資料「総合的な介護人材確保対策（主な取組）」で掲げる対策を列挙したもの。

介護従事者の労働災害防止は、介護
業界が直面する様々な問題に直結する
経営上の重要課題

⚫ 人材不足（新規採用、離職防止、
定着促進）への対応

⚫ 利用者の災害（事故）、利用者
を巻き込んだ災害（事故）の防止

⚫ 働き方の質の向上による介護サー
ビスの質の向上（生産性向上）

職員の休業

サービス
低下

利用者の
事故等

過重労働

離職
介護職の
魅力低下

人材不足

生産性低下

事業継続に支障

信頼低下

労働災害
多発



労働災害の防止対策

● 労働者の転倒による骨折等の防止
・ 転倒の態様ごとに、転倒の原因とその対策を取りまとめたリーフレット（事業者用、労働者用）の活用

●腰痛等、動作による身体の部位の負傷の予防
・「ノーリフトケア」の導入事例等を掲載した「腰痛を防ぐ職場の事例集」の活用

労働災害防止のために介護施設等に取り組んでいただきたいこと
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※都道府県知事・市町村長宛にも介護事業者への周知指導を要請（別添）



支援策①エイジフレンドリー補助金

◼エイジフレンドリー補助金は、中小企業事業者に対し、高年齢労働者のための職場環境の改善に要
した費用の一部を補助します。

次の（１）～（３）すべてに該当する事業者が対象です。
（１）高年齢労働者（60歳以上）を常時１名以上雇用している
（２）次のいずれかに該当する中小企業事業者

※労働者数若しくは資本金等のどちらか一方の条件を満たせば中小企業事業者となります

（３）労働保険に加入している

業種 常時使用す
る労働者数

資本金又は
出資の総額

小売業
小売業、飲食店、持ち帰り配達飲食
サービス業

50人以下
5,000万円
以下

サービス業

医療・福祉、宿泊業、娯楽業、教
育・学習支援業、情報サービス業、
物品賃貸業、学術研究・専門・技術
サービス業など

100人以下
5,000万円
以下

卸売業 卸売業 100人以下 １億円以下

その他の業種
製造業、建設業、運輸業、農業、林
業、漁業、金融業、保険業など

300人以下 ３億円以下

補助対象：
高年齢労働者のための職場環境改善等に要した経
費

補助率： １／２、３／４（７ページ）

上限額： １００万円（消費税を含む）

※この補助金は、事業場規模、高年齢労働者の雇
用状況等を審査の上、交付決定を行います（全て
の申請者に交付されるものではありません）

対象となる事業者 補助金額

リフト、スライディング
シート等を導入し、抱え上
げ作業を抑制

階段には手すりを設
け、可能な限り通路
の段差を解消する

涼しい休憩場所を整
備し、通気性の良い
服装を準備する

解消できない危険箇所
に標識等で注意喚起

例えば戸口に段差があ
る時

不自然な作業姿勢をなくすよう作業台
の高さや作業対象物の配置を改善する

防滑靴を利用させる
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令和６年度エイジフレンドリー補助金

「高年齢労働者の労働災害防止対策」、「コラボヘルス等の労働者の健康保持増進」のための取組に加えて
「転倒防止や腰痛予防のためのスポーツ・運動指導」に対して補助（令和６年度）

高年齢労働者の
労働災害防止対策コース

転倒防止や腰痛予防のための
スポーツ・運動指導コース

【新設】
コラボヘルスコース

対

象

事

業

者

• 労災保険加入している中小企業事業者 かつ、１年以上事業を実施していること
• 役員、派遣労働者を除く、以下の労働者を雇用していること

• 高年齢労働者（６０歳以上）を常時１
名以上雇用している

• 対象の高年齢労働者が補助対象に係る
業務に就いている

• 労働者を常時１名以上雇用していること（年齢制限なし）

補

助

対

象

• 高年齢労働者にとって危険な場所や負
担の大きい作業を解消する取組に要し
た経費（機器の購入・工事の施工等）

• 労働者の転倒防止や腰痛予防のため、専
門家等による運動プログラムに基づいた
身体機能のチェック及び運動指導等に要
した経費

• 事業所カルテや健康スコアリングレポー
トを活用したコラボヘルス等の労働者の
健康保持増進のための取組に要した経費

補助率 １／２ ３／４

上限 １００万円 ３０万円

（ア）転倒・墜落災害防止対策

（イ）重量物取扱いや介護作業における
労働災害防止対策（腰痛予防対策）

（ウ）暑熱な環境による労働災害防止対策
（熱中症防止対策）

（エ）その他の高年齢労働者の労働災害
防止対策（交通事故防止対策）

（オ）「転倒防止」のための身体機能の
チェック及び運動指導等の実施

（カ）「腰痛予防」のための身体機能の
チェック及び運動指導等の実施

（キ）健康診断結果等を踏まえた禁煙指
導、メンタルヘルス対策等の健康
教育、研修等

（ク）健康診断結果等を電磁的に保存及
び管理を行い、事業所カルテ・健
康スコアリングレポートの活用等
によりコラボヘルスを推進するた
めのシステムの導入

（コ）栄養指導、保健指導等の労働者へ
の健康保持増進措置

事
業
主
健
診
情
報
が
保
険
者
に

提
供
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
必
要
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支援策②中小規模事業場安全衛生サポート事業（中央労働災害防止協
会）

7



転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会（令和４年～）

■第三次産業の労働災害は、特に小売業や介護施設等で増加が顕著であり、対策の見直しが課題。

■その中でも、「転倒」や「動作の反動・無理な動作」といった「行動災害」については、骨折や後遺
症を伴う重大なものが散見され、災害発生には労働者の個人要因の影響も大きく、従来型の災害と同
様の対策では十分な成果を挙げることができていない状況。
⇒ 関係者や有識者の参画を得て、転倒防止・腰痛予防対策の在り方及び具体的な対策の方針について、
規制の見直しも念頭に置いた検討を行う

• 具体的な転倒防止・腰痛予防対策の在り方について
• 転倒防止や腰痛予防のために必要な環境整備（規制の在り方も含む）について
• 転倒防止や腰痛予防に効果的な啓発の在り方について

検討事項

１ エビデンスに基づいた対策の推進：転倒・腰痛等の予防対策の基礎となる課題やニーズを的確に把握

２ 安全衛生教育の在り方、関係者の意識改革：日常生活でも発生しうる転倒・腰痛等災害に職場の問題と

して労使が取り組むための動機付けのための方策

３ 業種や業務の特性に応じた取組：転倒・腰痛等の防止のための具体的な手法等を定め、労使による取組を

促進

４ 職場における対策の実施体制の強化：必ずしも店舗や施設といった事業場単位で安全衛生管理を行う環境

が整っていないこと等を踏まえた、実効ある安全衛生管理の確保

５ 労働者の健康づくり等：加齢による筋力低下や認知機能の低下、焦りや注意力の欠如等個々の労働者の心身

の状況による影響への対処）

６ 中小企業等事業者への支援：中小企業等事業者による労働者の高齢化に伴う身体機能の低下を補う設備・

装置の導入等の支援

これまでの検討結果（中間整理）
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⇒一部事項は第14次労働災害防止計画に盛り込み済み
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